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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第119期
第３四半期
連結累計期間

第120期
第３四半期
連結累計期間

第119期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 1,782,455 2,157,287 2,478,586

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △199,112 37,572 △206,488

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) △424,347 17,720 △545,347

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △414,224 48,934 △507,878

純資産額 (百万円) 218,110 326,859 134,837

総資産額 (百万円) 2,171,247 2,406,334 2,087,763

１株当たり四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(円) △384.49 13.21 △489.83

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) － 12.71 －

自己資本比率 (％) 9.6 13.1 6.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △122,477 17,457 △81,075

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 16,213 △84,863 7,110

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 63,788 137,424 51,637

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 158,751 277,715 187,866
 

　

回次
第119期
第３四半期
連結会計期間

第120期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益又は
四半期純損失(△)

(円) △33.11 13.15
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 第119期第３四半期連結累計期間及び第119期の「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益」欄につ

いては、潜在株式が存在するものの、１株当たり四半期(当期)純損失であるため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、各報告セグメントに係る主要な関係会社の異動は以下のとおりである。

　
(プロダクトビジネス)

シャープシステムプロダクト㈱は、第１四半期連結会計期間においてシャープドキュメントシステ

ム㈱に吸収合併されている。なお、シャープドキュメントシステム㈱はシャープビジネスソリュー

ション㈱に社名変更している。

　
(デバイスビジネス)

主要な関係会社に異動はない。

　
なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更している。詳細は、「第４ 経理の

状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりである。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」に

ついての変更及び追加があった。以下の内容は、変更及び追加が生じた事項も含めて、変更後の「事業

等のリスク」の全文を一括して記載したものである。

なお、本文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グルー

プ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）が判断したものである。

(1) 世界市場の動向・海外事業について

当社グループは、日本だけではなく、欧米やアジア諸国を中心に世界の各地域で事業活動を行ってお

り、日本を含む世界各地域における景気・消費の動向（特に個人消費及び企業による設備投資の動

向）、他社との競合、製品の需要動向や原材料の供給状況、価格変動などは、当社グループの業績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性がある。また、当該地域の政治的・経済的な社会情勢が、同様に影響を

及ぼす可能性がある。さらに、当社グループの海外事業に関して、各地域における事業の監督や調整の

困難さ、世界経済の低迷から受ける影響の増加、外国の法令及び課税等に関するリスク、事業を行うに

際しての多様な基準や慣行、貿易制限、政治的不安定及びビジネス環境の不確実性、日本との政治的・

経済的関係の変化及び社会的混乱並びに人件費の増加及び労働問題等が、当社グループの業績及び財政

状態に悪影響を与える可能性がある。

(2) 為替変動の影響

当社の連結売上高に占める海外売上高の割合は、平成23年３月期47.3％、平成24年３月期51.9％、平

成25年３月期59.4％である。また、当社グループは、海外で製造した製品を国内においても販売するな

ど、製造された国以外の国においても当社製品を販売している。このため、為替予約及び最適地生産の

拡充・強化等によるリスクヘッジを行っているが、当社グループの業績は為替変動の影響を受ける可能

性がある。

(3) 中期経営計画について

当社は、平成25年５月14日に中期経営計画を発表し、その実現に向け鋭意企業努力を行っているが、

当該計画は当社製品及びサービスに関する顧客需要、為替レート、金利並びに国内外における一般的経

済成長率等といった外的な要素につき様々な前提を置いたものであり、また、当社が計画において発表

したとおりの業務活動を実行できるという保証があるものでもない。さらに、事業構造改革による事業

効率の改善及びコスト削減が計画どおりに実現されず、又は実現されたとしても市場環境若しくは競争

条件の影響を受ける可能性がある。このため、当社は、中期経営計画において定めた目標を達成できな

い可能性がある。さらに、事業構造改革を遂行することに伴い追加的に損失が発生する可能性もある。

(4) 特定の製品・顧客に対する依存について

当社グループの液晶ディスプレイ及びデジタル情報機器の純売上高は、当社グループの純売上高の過

半数を占めているため、こうした製品に対する顧客の需要の減少、製品価格の下落、代替性若しくは競

争力のある他社製品の出現又は新規企業の参入による競争の激化等により当社グループの業績は悪影響

を受ける可能性がある。特に液晶ディスプレイ事業については、平成24年３月期及び平成25年３月期に

おいて相当規模の営業損失を計上している。
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また、当社グループは、特に液晶ディスプレイ及び携帯電話について、その顧客が少数に限られてお

り、当社グループの売上高の相当程度の部分は、当該少数の特定の顧客に対するものである。こうした

重要な顧客向けの販売は、当社グループ製品の問題だけでなく、当該顧客の製品に係る需要の減少や仕

様の変更、当該顧客の営業戦略の変更など当社グループによる管理が及ばない事項を理由として落ち込

む可能性があり、そのような場合には、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があ

る。また、当該顧客が、当社グループの財務状況に対する懸念から、当社グループとの取引規模を縮小

する可能性や、特定の製品について、当該顧客の関連会社との取引を優先する可能性もある。さらに、

こうした少数の顧客との取引関係の維持・発展のために、当社グループの業務に関して様々な制限を受

ける可能性がある。

(5) 戦略的提携・協業等について

当社グループは、企業競争力強化と収益性向上及び各事業分野における新技術や新製品の開発強化の

ためサムスン電子グループ及びクアルコムグループ等の外部企業との間で戦略的提携・協業を実施する

ほか資本提携契約を締結しており、今後もかかる提携を積極的に推進する方針である。これら戦略的

パートナーとの間における戦略上の問題やその他の事業上等の問題の発生及び目標変更等により、提

携・協業関係を維持できなくなった場合や、協力関係から十分な成果が得られない場合には、当社グ

ループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。この他、かかる提携・協業に関連して、同業

他社との提携・協業の実施が制限される可能性があり、提携・協業の条件により当社の業務の自由度が

制限される可能性がある。また、戦略的パートナーとの資本提携に伴う株式の発行によって当社株式の

希薄化が発生する可能性も存する。例えば、当社は、サムスン電子グループに対して、当社がビジネ

ス・ソリューション事業の一部の売却を実行する場合の優先的交渉権を付与している（もっとも当社に

は現状当該事業の売却の意図はない。）。

また、平成24年３月27日に締結した鴻海精密工業股份有限公司を中心とするグループ企業４社（以下

「鴻海精密工業グループ」という。）との資本業務提携契約に基づく株式の払込みはなされていない

が、同契約は、１株当たり550円にて当社普通株式121,649,000株を鴻海精密工業グループが引き受ける

旨を定めており、その契約期間は３年で、更新可能であると規定されている。このため、有価証券届出

書の提出を含む一定の条件を満たし、鴻海精密工業グループに対する上記株式の発行が行われた場合に

は、当社株式の希薄化が発生する可能性がある。なお、鴻海精密工業グループは、かかる株式の発行条

件の変更が合意された旨公表しているが、当社はそうした事実はないものと考えている。

(6) 取引先等について

当社グループは、多くの取引先から資材の調達やサービス等の提供を受けている。それら取引先につ

いては、十分な信用調査のうえ取引を行っているが、需要の低迷や価格の大幅な下落等による取引先の

業績等の悪化、突発的なＭ＆Ａの発生、自然災害や事故の発生、また、法令違反等の不祥事の発生や、

サプライチェーンにおける「紛争鉱物問題」をはじめとする人権・環境問題等に関わる法的規制の影

響、一部の部材等について供給業者が限られていることなどにより、調達先から部材等が十分に供給さ

れない、あるいは、調達した部材等の品質が十分でないことが考えられ、そのような場合には、代替的

な調達先との間で現在の調達先との取引条件よりも不利な条件での取引を余儀なくされる可能性があ

り、また代替する調達先を適時に見つけられない可能性がある。これにより、当社グループの製品の品

質の低下、コストの増加、顧客への納期の遅延等が生じた場合には、当社グループの業績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性がある。
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また、当社グループは、特定の顧客との間の契約に基づき、当社グループの製品の売買代金として前

受金の支払いを受けている。現在、かかる前受金の返還債務は、当該顧客に対する当社グループの売買

代金売掛債権と相殺されているが、当社グループの財務状況により、当該顧客との間の契約に従ってこ

れらの前受金の大部分の返還が求められる可能性がある。前受金の返還が求められる場合、当社グルー

プの営業キャッシュ・フローに悪影響を及ぼす可能性がある。

(7) 財務状態の及ぼす影響について

当社グループは、事業資金を銀行・生命保険会社等の金融機関からの借入及び社債の発行等により調

達しており、総資産に対するこうした借入等の割合は平成25年３月末現在54.8％となっている。このう

ち当該借入等に対する短期借入等の占める割合は79.6％となっている（なお上記借入等の当社グループ

の総資産に対する割合は、平成25年12月末現在49.6％となっており、このうち当該借入等に対する短期

借入等の占める割合は74.2％となっている。）。このため、当社グループは、こうした借入等の返済の

ためキャッシュ・フローの使途に制限を受け、また、金利水準が上昇した場合に費用の増加を招く可能

性がある。また、既存債務のリファイナンスも含め、必要な資金を必要な時期に適当と考える条件で調

達できない等、資金調達が制約されるとともに、資金調達コストが増加する可能性があり、それによ

り、当社グループの事業、業績及び財政状態が悪影響を受ける可能性がある。当社グループが複数の金

融機関との間で締結している借入れに係る契約には財務制限条項が定められているものもあり、今後当

社グループの連結純資産が財務制限条項に定める水準を下回ることとなった場合又は連結営業利益及び

連結当期純利益が一定の水準を下回ったにもかかわらず、これに伴い当社が誠実に協議しなかったよう

な場合には、借入先金融機関の請求により、当該借入れについて期限の利益を喪失する可能性がある。

さらに、当社が当該財務制限条項に違反する場合、社債その他の借入れについても期限の利益を喪失す

る可能性がある。

また、㈱みずほ銀行及び㈱三菱東京ＵＦＪ銀行は、当社の主たる借入金融機関であり、必要に応じて

両行に対して財政状態の改善策等に関する相談も行っているほか、平成25年６月には両行の出身者各１

名が当社の取締役に選任されている。

また、当社グループは、会計基準の改訂により、退職給付債務に関わる相当額の未認識数理計算上の

差異及び未認識過去勤務債務を貸借対照表上に負債として計上することが求められており、その結果、

平成26年３月末時点の当社グループの純資産が著しく減少する可能性がある。なお、平成25年３月末現

在の未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務債務は125,285百万円である。

こうした当社グループの借入等への依存及びこれに関連した信用格付けの低下又は当社グループの財

政状態の悪化は、財務状態の強固な競業他社との競争において不利に働く可能性があり、また、借入先

又は取引先との契約関係上の問題を生じさせる可能性も存する。
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(8) 技術革新等について

当社グループが事業を展開する市場は、技術革新が急激に進行しており、それに伴う社会インフラの

変化や市場競争の激化、技術標準の変化、技術の陳腐化、代替技術の出現などにより、新製品を適時に

導入することができない、製品在庫の増加や開発資金を回収できないなど、当社グループの業績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性がある。また、技術面以外に、価格やマーケティングの観点からも厳しい

競争下にあり、当社グループがかかる競争を勝ち抜いていくことができるとは限らない。競合他社との

熾烈な競争の結果次第では、当社グループとして既存の事業の縮小又は撤退を余儀なくされる可能性が

あり、かかる事業の縮小又は撤退のために追加的費用が発生する可能性がある。さらに、当社グループ

は、他社との共同開発契約に基づいて協力して研究開発を行っており、かかる協力関係を維持できな

い、協力関係から十分な成果が得られない、又は協力関係の円滑な解消ができない可能性がある。当社

は、㈱半導体エネルギー研究所との間におけるIGZOの新技術に関する共同開発契約を終了することに合

意しているが、同社からのライセンスは従前どおり存続し、今後の当社グループにおける技術開発につ

いては、当社グループ単独で従前の計画に従い継続可能である。しかしながら、他社との協力関係につ

いても同様の円滑な解消ができるという保証はない。

(9) 知的財産権について

当社グループは、独自開発した技術等について、国内外において特許権、商標権その他の知的財産権

を取得することにより、若しくは他社と契約を締結することにより、その保護に努めている。

しかしながら、特許出願等に対し権利が付与されない場合や、第三者からの無効請求等がなされる場

合等により、当社グループの十分な権利保護が受けられない可能性があり、また、ライセンス提供によ

るロイヤリティー収益が十分に確保できない可能性がある。加えて、当社グループ保有の知的財産権を

第三者が不正に使用する等、当社グループが保有する知的財産権が競争上の優位性をもたらさない、又

はその知的財産権を有効に行使できない可能性がある。また、当社グループが第三者から受けているラ

イセンスがライセンス期間の満了その他何らかの理由により終了する可能性や、第三者により知的財産

権の侵害を主張され、その解決のために多額の費用を費やす可能性があり、さらに、第三者による侵害

の主張が認められた場合に多額の対価の支払い、当該技術の使用差し止めなどの損害が発生する可能性

がある。

また、当社グループからライセンスを受けている他社が第三者に買収された場合には、従来当社グ

ループがライセンスを付与していない第三者がライセンスを獲得し、その結果、当社グループが知的財

産権の優位性を失う可能性や、当社グループと当該第三者との間の提携等により従来当社グループの事

業にはなかった新たな制約が課せられる可能性とこれらを解決するために新たな対価支払いを強いられ

る可能性がある。さらに、かかる提携等が他の第三者との既存のライセンス契約に抵触していると主張

された場合には、当該提携等の解約等を強いられる可能性もある。

また、職務発明に関して、社内規程で取り決めている特許報償制度にて発明者に対して報償を行って

いるが、発明者より「相当の対価」を求める訴訟を提起される可能性がある。

以上のような知的財産権に関する問題が発生した場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性がある。
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(10) 長期投資・長期契約について

当社グループは、これまで製造設備等に対し積極的な投資を行っており、多くの固定資産を有してい

る。かかる製造設備等については、それらが想定通り稼働しないこと又は設備の性質や契約上の制約か

ら他製品のための転用が難しいこと等から、想定していたような収益の獲得に結びつかず、場合によっ

ては減損損失を計上する必要が生ずるなど、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性

がある。また、当社グループは、のれん等の固定資産も有している。今後、事業の収益性が悪化した

り、保有資産の市場価格が著しく下落したこと等により、減損処理が必要になった場合、当社グループ

の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

加えて、当社グループは、多数の長期契約を有しており、それらの長期契約の多くは、その契約期間

中、固定価格又は定期的にのみ調整される価格による取引を約束するものであるため、当該契約期間に

おける価格又は費用の変動は当社グループの事業に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。特に、ソー

ラーパネルの原材料に関してこうした契約が存在しており、中でもポリシリコンの購入契約は、最長で

平成32年末まで、合計して24,324トン（平成25年12月末現在）を近時における時価水準を大幅に上回る

価格（平成25年12月25日現在の時価を加重平均で１キログラムあたり約2,600円上回る。）で購入する

ことを当社に義務づけるものとなっている。平成25年５月14日に発表した当社グループの中期経営計画

は、中期経営計画期間中におけるかかる時価を上回る水準でのポリシリコン等の購入義務をその前提と

して組み込んでいる。また、堺工場における当社グループの太陽電池事業に関して、当社グループは、

サプライヤーとの間で、年間480メガワットの太陽電池を生産するために必要な電気の供給について長

期契約を締結しているが、市況により、堺工場における実際の生産量は現在年間160メガワットに留

まっているため、過度な生産コストが生じている。

(11) 製造物責任について

当社グループは、高品質の製品の提供をめざし、厳密な品質管理基準にしたがって各種の製品を製造

しているが、当社グループの製品には、消費者向けのものが多く、また、革新的な技術を利用したもの

も含まれており、これらの製品に欠陥等が存した場合には製造物責任その他の責任を負う可能性があ

る。当社は、万一、製品の欠陥等が発生した場合のメーカー責任を果たすために、製造物責任に基づく

賠償に備え保険に加入しているが、予期せぬ事情による大規模なリコールや訴訟の発生が、ブランドイ

メージの低下や、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

(12) 法的規制等について

当社グループが事業を展開する各国において、当社グループは、事業や投資の許可、輸出制限、関

税、会計基準・税制をはじめとする様々な規制の適用を受けている。また、当社グループの事業は、通

商、独占禁止、製造物責任、消費者保護、知的財産権、製品安全、環境・リサイクル関連、内部統制、

労務規制等の各種法規制の適用を受けている。これら各種法規制の変更及び変更に伴う法規制遵守対応

のための追加的費用発生の場合、あるいは当社グループにおいてこうした法規制の違反が発生した場合

には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

また、当社製品に関連した事故が発生した場合、消費生活用製品安全法や関連通達による事故報告及

び公表制度に基づく事故情報の公表により当社ブランドイメージが低下する可能性がある。
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(13) 訴訟その他法的手続きについて

当社グループは全世界で事業活動を展開しており、各国で訴訟その他の法的手続きの当事者となるリ

スクを有している。当社グループが訴訟その他の法的手続きの当事者となった場合、各国の法制度・裁

判制度の違いもあり、事案によっては巨額の損害賠償金や罰金等の支払いを命じられる可能性もある。

なお、ＴＦＴ液晶事業に関し、欧州委員会競争総局等による調査を受けており、また、北米において

損害賠償を求める民事訴訟が提起されている。日本の公正取引委員会から、排除措置命令及び課徴金納

付命令を受け、審判手続で命令の取消を求めたが、平成25年７月に当社の請求を棄却する審決が出さ

れ、当社が審決取消訴訟を提起しないことを決定したことから、命令が確定した。かかる手続きや訴訟

の結果について、将来発生する可能性のある損失を合理的に見積り、必要と認められる額を訴訟損失引

当金に計上しているが、現時点ですべてを予測・見積ることは困難である。また、現在進行中の手続き

に加え、今後新たに規制当局による調査や民事訴訟の提起がなされる可能性もある。

いずれも、不利な結果が生じる場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

ある。

(14) 個人情報、その他情報流出について

当社グループは、顧客、取引先、従業員等の個人情報やその他秘密情報を有している。これら情報の

保護に細心の注意を払っており、全社管理体制の下、管理規程を遵守するための従業員教育及び内部監

査の実施等の施策を推進しているが、万一、情報の流出が発生した場合、当社グループの信用低下や多

額の費用発生（流出防止対策、損害賠償等）により当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性がある。

(15) 大規模自然災害の発生について

当社グループは、地震・台風を始めとした大規模自然災害に備え、被害縮小を図るべく予防・応急対

策及び早期復旧・復興に向けた事業継続計画を作成・推進しているが、大規模自然災害の発生により、

当社グループ及び取引先の事業活動に被害が発生した場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性がある。

(16) 原子力発電所事故に伴うリスクについて

平成23年３月11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所事故は、国内外の市

場環境に様々な悪影響を与えており、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼしている。また、

平成23年の東京電力及び東北電力管内の電力使用制限、関西電力管内等の節電要請を機に、全社をあげ

て節電の取り組みを推進しており、平成24年夏季の関西電力管内における具体的な数値目標を伴った節

電要請等に対応し、さらに平成24年冬期の数値目標を伴わない節電要請等に対応した。今後も、政府の

電力使用制限、各電力会社からの節電要請等により、電力供給不足が深刻化し、電力使用量の大幅な削

減を要請された場合や計画停電等の事態に至った場合には、工場の操業低下、一時生産停止となり、当

社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

また、今後各電力会社で実施される電気料金の大幅値上げについても、当社グループの業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性がある。
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(17) 有能な人材確保における競争について

当社グループの将来の成功は、科学・技術、マネジメント分野などでの優秀な人材の確保に大きく依

存している。しかし、各分野での有能な人材の需要は供給を上回っているため、人材確保における競争

は高まっている。さらに、当社グループは日本国外においても多数の従業員を雇用しており、これらの

従業員を適切に管理する必要がある。こうした状況下、在籍している従業員の流出の防止や人材の獲得

ができない場合は、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がある。

(18) その他の主な変動要因

上記の他、当社グループの業績は、事故や紛争・暴動・テロ等の人為的災害、新型インフルエンザな

どの感染症の流行、株式市場や債券市場の大幅な変動などの多様な影響を受ける可能性がある。

(19) 継続企業の前提に関する重要事象等について

当社グループでは、高精細４K対応AQUOSやフルHDパネルで４K相当の高精細、高画質表示を実現する

「クアトロンプロ」、IGZO液晶ディスプレイ搭載スマートフォン、需要が旺盛な国内市場向け太陽電

池、さらにはモバイル端末向け中小型液晶パネルや高性能カメラモジュールなど、お客様のニーズを捉

えた特長デバイス、独自商品の創出と販売強化に取り組んだ。加えて、人件費を中心とした固定費や総

経費の徹底削減、設備投資の抑制等、経営改善諸施策を推進した。その結果、当第３四半期連結累計期

間の業績は、売上高が前年同期比21.0％の増加、営業損益、経常損益、四半期純損益のいずれも黒字を

確保し、また、営業キャッシュ・フローもプラスとなった。

しかしながら、前連結会計年度までは、２期連続の多額の営業損失・当期純損失の計上、重要な営業

キャッシュ・フローのマイナスとなった。そのような状況のなかで、有利子負債が増加し、そのうち短

期の有利子負債の割合が高水準となった。短期の有利子負債には、無担保普通社債やシンジケートロー

ンが含まれており、シンジケートローンには財務制限条項が定められている。

こうした状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ているが、「３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (5)事業等のリスクに記載

した重要事象等を解消するための対応策」に記載のとおり、当該重要事象等を解消するための対応策を

実施しているため、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められない。従って、「継続企業の前

提に関する事項」には該当していない。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、アベノミクスによる金融緩和や各種経済対策効果

により、企業収益が改善し、設備投資や個人消費に持ち直しの動きが見られるなど、緩やかに回復基調

を辿った。

一方、海外も、新興国の成長鈍化や欧州での景気回復に遅れが見られるものの、米国では堅調な景気

回復が続き、中国が安定成長に移行するなど、総じて底堅い動きを示した。

こうした中、当社グループは、高精細４K
(注)1

対応AQUOSやフルHDパネルで４K相当の高精細、高画質

表示を実現する「クアトロンプロ
(注)2

」、IGZO液晶ディスプレイ
(注)3

搭載スマートフォン、需要が旺

盛な国内市場向け太陽電池、さらにはモバイル端末向け中小型液晶パネルや高性能カメラモジュールな

ど、お客様のニーズを捉えた特長デバイス、独自商品の創出と販売強化に取り組んだ。加えて、人件費

を中心とした固定費や総経費の徹底削減、設備投資の抑制等、全社あげて経営改善の諸施策を推進し

た。

その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が2,157,287百万円（前年同四半期比

121.0％）となった。一方、利益は、営業利益が81,472百万円、経常利益が37,572百万円、四半期純利

益が17,720百万円（前年同四半期は166,232百万円の営業損失、199,112百万円の経常損失、424,347百

万円の四半期純損失）となった。

また、中期経営計画の着実な遂行に向けた戦略的投資資金の確保と財務基盤の強化を図るため、当第

３四半期連結会計期間において、公募による新株式の発行及びオーバーアロットメントによる株式の売

出しを実施し、計1,203億円の資金調達を行ったほか、㈱デンソー、㈱マキタ及び㈱ＬＩＸＩＬを割当

先とする総額174億円の第三者割当増資を実施した。

　
(注)1 4K：4K2K(3,840×2,160＝8,294,400ドット)、フルHD(1,920×1,080＝2,073,600ドット)の４倍の精細度。

(注)2 平成25年10月22日発表、液晶テレビの新ラインアップ。詳細は当社ホームページを参照。

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/131022-a.html

(注)3 IGZO液晶ディスプレイ：㈱半導体エネルギー研究所との共同開発により量産化。

　

セグメントの業績は、概ね次のとおりである。

　

①プロダクトビジネス

国内の住宅用及びメガソーラーなどの産業用の太陽電池の販売が伸長した。また、国内外でカラー

複合機の販売が好調に推移した。液晶カラーテレビの販売は、米州、欧州で低迷したものの、国内で

堅調に推移したことに加え、中国や新興国などで伸長した。一方、携帯電話の販売は、海外メーカー

との競争激化から、前年同四半期を下回った。

この結果、売上高は1,305,956百万円(前年同四半期比 115.7％)、セグメント利益は62,626百万円

(前年同四半期比 779.3％)となった。

　
②デバイスビジネス

スマートフォンやタブレット端末向けなどの中小型液晶パネルに加え、テレビ用大型液晶パネルの

売上が好調に推移した。また、スマートフォン向けカメラモジュールやセンサー、ＬＥＤの売上も伸

長した。利益面では、前年度において実施した構造改革の固定費削減効果等により収益性が改善し

た。

この結果、売上高は1,010,435百万円(前年同四半期比 121.0％)、セグメント利益は44,141百万円

(前年同四半期は147,903百万円のセグメント損失)となった。
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当第３四半期連結会計期間末の財政状態については、資産合計が、前連結会計年度末に比べ318,571

百万円増加の2,406,334百万円となった。これは、公募増資及び第三者割当増資の実施に伴い現金及び

預金が増加したこと、売上の拡大に伴い受取手形及び売掛金が増加したことなどによるものである。ま

た負債合計は、支払手形及び買掛金が増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ126,549百万円

増加の2,079,475百万円となった。また純資産合計は、公募増資及び第三者割当増資などにより、前連

結会計年度末に比べ192,022百万円増加の326,859百万円となった。　　　

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度

末に比べ89,849百万円(47.8％)増加し、当第３四半期連結累計期間末には277,715百万円となった。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結累計期間において営業活動による資金の収入は、17,457百万円であり、前第３四半

期連結累計期間に比べ139,934百万円増加した。これは、たな卸資産が減少から増加に転じ、売上債権

が46,381百万円増加したものの、税金等調整前四半期純損益が損失から利益に転じたことなどによるも

のである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結累計期間において投資活動による資金の支出は、84,863百万円であり、前第３四半

期連結累計期間に比べ101,076百万円増加した。これは、有形固定資産の取得による支出が20,453百万

円減少したものの、定期預金の預入による支出が19,825百万円増加し、投資有価証券の取得による支出

が21,785百万円増加したほか、前第３四半期連結累計期間において、連結の範囲の変更を伴う関係会社

株式の売却による収入が65,143百万円あったことなどによるものである。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結累計期間において財務活動による資金の収入は、137,424百万円であり、前第３四

半期連結累計期間に比べ73,636百万円(115.4％)増加した。これは、短期借入金の純増額が387,908百万

円減少し、新株予約権付社債の償還による支出が199,997百万円あったものの、長期借入による収入が

167,597百万円増加し、株式の発行による収入が137,586百万円増加したほか、前第３四半期連結累計期

間において、コマーシャル・ペーパーの減少が343,000百万円あったことなどによるものである。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はない。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(会社法施行規則第118条第3号に掲げる事項)は次のとおりである。

① 基本方針の内容
　

当社取締役会は、当社グループのように製造業を営む企業が、企業価値・株主共同の利益を確保

し、向上させるためには、中長期的な視点により先端技術や製造技術を自社内で開発、活用し、ま

た、この間に顧客、取引先、従業員等のステークホルダーとの良好な協力関係を構築することが必要

不可欠であると考えている。

また、当社グループの買収を企図した当社取締役会の賛同を得ない当社株式の買付行為であって

も、これに応じるか否かは、最終的には当社株主において判断されるべきものであると考えている

が、その目的等からみて企業価値・株主共同の利益に明白な侵害をもたらすものや、株主に株式の売

却を強要するおそれのあるものなどの不適切な買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決

定を支配する者としては適切ではないと考えており、このような不適切な買付行為が行われる場合に

は、それに対して相当の対抗措置を発動することも必要であると考えている。
　

② 基本方針の実現に資する特別の取り組み
　

当社グループは、「誠意と創意」の経営信条の下、時代を先取りする独自商品の開発を通じて、企

業価値の向上に努めるとともに、社会への貢献を果たしてきた。

また、当社グループは、先進のエレクトロニクス技術を駆使し、顧客のニーズを捉えた革新的な商

品やサービスを創出することが、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上さ

せることにつながると考えている。

こうした考えの下、当社グループは、平成25年度以降事業ポートフォリオの再構築を着実に実行

し、安定的な利益成長とキャッシュ創出を果たす「新生シャープ」の実現に向け、「中期経営計画」

を策定した。「中期経営計画」では、初年度にあたる平成25年度を「構造改革ステージ」、次の平成

26年度、27年度を本格成長へと舵を切る「再成長ステージ」と位置付け、シャープの「再生と成長」

の実現をめざしていく。

この目標を達成するために、次の３つの基本戦略を推し進めていく。

イ 「勝てる市場・分野」へ経営資源をシフト

ロ 自前主義からの脱却、アライアンスの積極活用

ハ ガバナンス体制の変革による実行力の強化

具体的には、「事業ポートフォリオの再構築」「液晶事業の収益性改善」「アセアンを最重点地域

とした海外事業の拡大」「全社コスト構造改革による固定費削減」「財務体質の改善」の重点施策に

取り組み、企業価値の拡大を図っていく。

このほか、コンプライアンス意識やステークホルダーの視点をもって事業活動に取り組むことによ

り企業の社会的責任を果たすとともに、環境・教育・社会福祉の分野を中心とした様々な社会貢献活

動の推進により、広く社会からの期待に応え、信頼と評価を高めるよう推進していく。

また、当社は、株主への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考えており、連結業績と財務状況

並びに今後の事業展開等を総合的に勘案し、長期的な視点に立って、株主への利益還元に取り組んで

いく。

これらのほか、③の取り組みを行っている。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取り組み
　
当社は、特定の株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社株式の買付行為（以下、

「大量買付行為」といい、そのような買付行為を行う者を「大量買付者」という。）に関するルール

を『当社株式の大量買付行為に関する対応プラン』（以下、「本プラン」という。）として定めてお

り、その概要は次のとおりである。
　
イ ①の基本方針に記載のとおり、当社取締役会は、当社株式の大量買付行為に応じるか否かについて

は、最終的には当社株主において判断されるべきものであると考えているが、株主が適切な判断を

行うためには、大量買付者及び当社取締役会の双方から必要かつ十分な情報が提供される必要があ

ると考えており、そのためには、大量買付行為が行われる際の一定の合理的なルールを設定してお

くことが不可欠であると考えている。

ロ 当社取締役会が設定するルールでは、大量買付者に対して、ａ）事前に当社取締役会に対して必要

かつ十分な情報提供をすること、ｂ）当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大量買付

行為を開始することを求めている。

ハ 当社取締役会は、大量買付者がルールを遵守しない場合、あるいは、ルールを遵守していてもその

行為が当社グループの企業価値・株主共同の利益を損なうと判断される場合には、当社グループの

企業価値・株主共同の利益を確保するため、対抗措置を発動することがある。

ニ 当社取締役会による大量買付行為の検討・対抗措置の発動にあたっては、社外取締役、社外監査役

及び外部の有識者の中から選任される３名以上の委員により構成される特別委員会の勧告を最大限

尊重し、最終決定する。なお、対抗措置の発動を決定した後、大量買付者から必要かつ十分な情報

の提供があり、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資すると特別委員会が勧

告し、当社取締役会が判断した場合は、対抗措置を取り止める。
　
④ 本プランに対する取締役会の意見
　
当社取締役会は、以下の理由から、本プランが①の基本方針に沿っており、また、当社グループの

企業価値・株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするもので

はないと判断している。

イ 本プランは、大量買付者が大量買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供

すること、及び当社取締役会の評価期間が経過した後にのみ当該大量買付行為を開始することを求

め、これを遵守しない場合、あるいは、遵守していても当社グループの企業価値・株主共同の利益

を著しく損なうような不適切な大量買付行為が行われる場合には、当社取締役会が大量買付者に対

して相当の対抗措置を発動することがあることを明記している。

ロ 本プランは、当社株主が大量買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や当社取締役会

の代替案の提示を受ける機会の提供をルール化し、当社株主及び投資家が適切な投資判断を行える

環境を整えるものである。また、本プランの発効・継続は、当社株主の承認を条件としている。

ハ 本プランは、不適切な大量買付行為に対して、当社取締役会が対抗措置を発動する場合を事前かつ

詳細に開示するものであり、対抗措置の発動は本プランに従って行われる。さらに、大量買付行為

に関して当社取締役会が評価、検討、対抗措置の発動等を行う際には、外部専門家等から助言を得

るとともに、特別委員会の意見を最大限尊重することを定めており、本プランには当社取締役会に

よる適正な運用を担保するための手続が盛り込まれている。
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⑤ 本プランの有効期間
　

本プランは、平成23年６月23日に開催された当社第117期定時株主総会において株主の承認を得てお

り、その有効期間は平成26年６月30日までに開催される第120期定時株主総会終結の時までとなってい

る。

(注)本プランの詳細については、当社ホームページに掲載のニュースリリース参照。

・平成25年５月14日付ニュースリリース

 http://www.sharp.co.jp/corporate/ir/pdf/2013/130514.pdf

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ(当社及び連結子会社)全体の研究開発費は101,433

百万円である。

また、平成25年５月16日付にて、国内の研究開発体制を一部見直し、新規事業、新規チャネルおよび

新地域の商品化を加速・推進するため、新規事業推進本部を新設した。

それにより、研究開発体制は、基礎・応用研究開発を担当する研究開発本部、生産技術を担当する生

産技術開発本部、ビジネスソリューション関連の研究開発を行うビジネスソリューション開発本部、

ディスプレイデバイス関連の研究開発を行うディスプレイデバイス開発本部、さらには新規事業・商品

開発と新規チャネル及び地域にフィットした商品開発を行う新規事業推進本部、各事業本部に所属する

目的別開発センター、具体的な製品設計を担当する事業部技術部、全社横断的な技術・商品開発を推進

するプロジェクトチームからなる体制としている。また、海外の優秀な人材の活用と海外現地のインフ

ラやニーズに対応した開発を行う目的で、英国、米国、中国他に研究開発拠点を設け、グローバルな開

発体制の下、密接な連携・協力関係を保ち、先進技術の研究開発を効率的に進めている。

　

(5) 事業等のリスクに記載した重要事象等を解消するための対応策

当社グループは「１ 事業等のリスク」に記載の継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるよ

うな事象又は状況に対処すべく、以下の対応策を実施している。

業績面では、当第３四半期連結会計期間の業績は、第２四半期連結会計期間に引き続き営業損益、経

常損益、四半期純損益の黒字を確保し、営業キャッシュ・フローもプラスに転じるなど、平成25年５月

14日公表の中期経営計画を着実に推進している。

また、資金面では、公募増資の実施や当社のモノづくりの強みを梃子とした新事業領域での戦略的ア

ライアンスの推進による第三者割当増資を行うなど、戦略的投資分野を中心とした資金の確保と財務基

盤の強化を図っている。

引き続き、中期経営計画に基づく諸施策を着実に遂行し、中長期的な成長を実現するための持続的な

収益体質への転換を図り、安定的な利益成長とキャッシュの創出を果たす「新生シャープ」の実現をめ

ざす。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,500,000,000

計 2,500,000,000
 

　

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,701,214,887 1,701,214,887
東京証券取引所
(市場第一部) 単元株式数は1,000株

計 1,701,214,887 1,701,214,887 － －
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項なし。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項なし。
　

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項なし。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年10月15日

(注)１
408,000 1,596,491 54,541 107,520 54,541 70,020

平成25年10月22日

(注)２
62,723 1,659,214 8,749 116,270 8,749 78,770

平成25年11月12日

(注)３
42,000 1,701,214 5,614 121,884 5,614 84,384

 

(注)１ 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集(グローバルオファリング))

発行価格        279円

発行価額     267.36円

資本組入額   133.68円

   ２ 有償第三者割当

発行価格        279円

資本組入額    139.5円

割当先     ㈱デンソー 8,960千株、㈱マキタ 35,842千株、㈱ＬＩＸＩＬ 17,921千株

   ３ 有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資)

発行価格     267.36円

資本組入額   133.68円

割当先     野村證券㈱
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(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認で

きないため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主

名簿による記載をしている。

　

① 【発行済株式】

(平成25年12月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等)  ― ― ―

議決権制限株式(その他)  ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)  
 

普通株式 10,417,000 ― ―

(相互保有株式)   

普通株式 75,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,172,786,000 1,172,786 ―

単元未満株式 普通株式 5,213,887 ― ―

発行済株式総数  1,188,491,887 ― ―

総株主の議決権  ― 1,172,786 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株含まれている。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が８個含まれている。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が688株含まれている。

３ 平成25年10月15日を払込期日とする公募増資による新株式の発行408,000,000株、平成25年10月22日を払込

期日とする第三者割当増資による新株式の発行62,723,000株及び平成25年11月12日を払込期日とするオー

バーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資による新株式の発行42,000,000株により、発行

済株式総数は512,723,000株、議決権の数は512,723個、上記からそれぞれ増加している。

　
② 【自己株式等】

(平成25年12月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

シャープ㈱ 大阪市阿倍野区長池町
22番22号

10,417,000 ― 10,417,000 0.88

(相互保有株式)      

カンタツ㈱ 栃木県矢板市片岡
1150番地23

65,000 ― 65,000 0.01

シャープタカヤ電子
工業㈱

岡山県浅口郡里庄町
大字里見3121番地の１

10,000 ― 10,000 0.00

計 － 10,492,000 ― 10,492,000 0.88
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであ

る。

　

(1) 新任役員

該当事項なし。

　

(2) 退任役員

該当事項なし。

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役 取締役社長
代表取締役 取締役社長
プロダクトビジネスグループ担当

髙 橋 興 三 平成25年10月１日

代表取締役兼副社長執行役員
技術担当

代表取締役兼副社長執行役員
技術担当兼新規事業推進本部長

水 嶋 繁 光 平成25年10月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成

している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金
※２ 191,941 ※２ 318,532

受取手形及び売掛金
※２ 424,223 ※２ 535,957

たな卸資産
※２ 310,709 ※２ 342,113

その他
※２ 300,221 ※２ 358,404

貸倒引当金 △5,259 △5,579

流動資産合計 1,221,835 1,549,427

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物
※２ 713,657 ※２ 721,311

機械装置及び運搬具
※２ 1,292,654 ※２ 1,306,954

工具、器具及び備品
※２ 364,668 ※２ 358,900

その他
※２ 186,978 ※２ 181,946

減価償却累計額 △1,994,258 △2,038,391

有形固定資産合計 563,699 530,720

無形固定資産 59,211 55,209

投資その他の資産
※１, ※２ 242,408 ※１, ※２ 270,816

固定資産合計 865,318 856,745

繰延資産 610 162

資産合計 2,087,763 2,406,334

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 293,047 365,931

電子記録債務 72,074 88,989

短期借入金
※２ 674,941 ※２ 756,018

1年内償還予定の社債 35,000 130,346

1年内償還予定の新株予約権付社債 200,354 －

賞与引当金 15,422 13,931

その他の引当金 46,476 38,673

その他 330,219 329,029

流動負債合計 1,667,533 1,722,917

固定負債

社債 160,000 60,000

長期借入金
※２ 73,087 ※２ 248,182

引当金 6,986 7,617

その他 45,320 40,759

固定負債合計 285,393 356,558

負債合計 1,952,926 2,079,475
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 212,337 121,885

資本剰余金 276,179 95,951

利益剰余金 △290,912 141,256

自己株式 △13,872 △13,886

株主資本合計 183,732 345,206

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,062 11,007

繰延ヘッジ損益 △25 △2,696

為替換算調整勘定 △61,467 △34,528

在外子会社の年金債務調整額 △3,631 △4,077

その他の包括利益累計額合計 △59,061 △30,294

少数株主持分 10,166 11,947

純資産合計 134,837 326,859

負債純資産合計 2,087,763 2,406,334
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 1,782,455 2,157,287

売上原価 1,646,342 1,767,669

売上総利益 136,113 389,618

販売費及び一般管理費 302,345 308,146

営業利益又は営業損失（△） △166,232 81,472

営業外収益

受取利息 768 846

固定資産賃貸料 3,232 3,151

その他 12,931 9,243

営業外収益合計 16,931 13,240

営業外費用

支払利息 8,789 14,894

コマーシャル・ペーパー利息 283 －

その他 40,739 42,246

営業外費用合計 49,811 57,140

経常利益又は経常損失（△） △199,112 37,572

特別利益

固定資産売却益 3,889 3,111

投資有価証券売却益 317 1,641

特別利益合計 4,206 4,752

特別損失

固定資産除売却損 8,902 1,505

投資有価証券評価損 3,289 2,301

関係会社株式売却損 3,346 －

事業構造改革費用
※１ 126,045 －

和解金 17,899 67

訴訟損失引当金繰入額 － 1,052

持分変動損失 705 －

特別損失合計 160,186 4,925

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△355,092 37,399

法人税、住民税及び事業税 9,988 18,091

法人税等調整額 57,997 521

法人税等合計 67,985 18,612

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△423,077 18,787

少数株主利益 1,270 1,067

四半期純利益又は四半期純損失（△） △424,347 17,720
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△423,077 18,787

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △4,691 4,943

繰延ヘッジ損益 3,684 △2,727

為替換算調整勘定 10,148 28,037

在外子会社の年金債務調整額 △160 △446

持分法適用会社に対する持分相当額 △128 340

その他の包括利益合計 8,853 30,147

四半期包括利益 △414,224 48,934

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △416,096 46,487

少数株主に係る四半期包括利益 1,872 2,447
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△355,092 37,399

減価償却費 136,741 93,973

受取利息及び受取配当金 △2,175 △1,937

支払利息及びコマーシャル・ペーパー利息 9,072 14,894

固定資産売却益 △3,889 △3,111

固定資産除売却損 8,902 1,505

減損損失 31,077 －

投資有価証券評価損益（△は益） 3,289 2,301

関係会社株式売却損益（△は益） 3,346 －

退職特別加算金 25,307 －

和解金 17,899 67

売上債権の増減額（△は増加） △22,649 △69,030

たな卸資産の増減額（△は増加） 190,786 △16,707

未収入金の増減額（△は増加） △63,725 △28,799

仕入債務の増減額（△は減少） △31,947 50,473

その他 △46,392 △21,018

小計 △99,450 60,010

利息及び配当金の受取額 2,204 2,247

利息の支払額 △8,485 △14,423

助成金の受取額 10,000 －

和解金の支払額 △15,857 △13,250

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △10,889 △17,127

営業活動によるキャッシュ・フロー △122,477 17,457

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △97 △19,922

定期預金の払戻による収入 656 25

連結の範囲の変更を伴う関係会社株式の売却に
よる収入

65,143 －

有形固定資産の取得による支出 △57,602 △37,149

有形固定資産の売却による収入 21,022 7,090

投資有価証券の取得による支出 △1,260 △23,045

その他 △11,649 △11,862

投資活動によるキャッシュ・フロー 16,213 △84,863
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

使途制限付預金の預入による支出 △4,951 △24,777

短期借入金の純増減額（△は減少） 456,376 68,468

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △343,000 －

長期借入れによる収入 12,005 179,602

長期借入金の返済による支出 △13,752 △18,875

社債の償還による支出 △23,176 △6,518

新株予約権付社債の償還による支出 － △199,997

株式の発行による収入 4,887 142,473

子会社の自己株式の取得による支出 △10,000 －

配当金の支払額 △5,494 △35

その他 △9,107 △2,917

財務活動によるキャッシュ・フロー 63,788 137,424

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,451 19,831

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △35,025 89,849

現金及び現金同等物の期首残高 193,772 187,866

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 4 －

現金及び現金同等物の四半期末残高
※１ 158,751 ※１ 277,715
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

   当第３四半期連結累計期間 (自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

(1)連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度まで連結子会社であったシャープシステムプロダクト㈱は、当社連結子会社であ

るシャープドキュメントシステム㈱に吸収合併されたため、第１四半期連結会計期間より、連結

の範囲から除外している。なお、シャープドキュメントシステム㈱はシャープビジネスソリュー

ション㈱に社名変更している。

　

(2)持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項なし。

　
(会計方針の変更等)

   当第３四半期連結累計期間 (自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

(会計上の見積りの変更)

当社及び国内連結子会社は、従来、退職給付引当金の数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用

処理年数を16年としていたが、従業員の平均残存勤務期間が短縮したため、当第３四半期連結会計

期間より費用処理年数を15年に変更している。

なお、この変更が当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微である。

　
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

   当第３四半期連結累計期間 (自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

  該当事項なし。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりである。

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

投資その他の資産 475百万円 276百万円
 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は以下のとおりである。

担保に供している資産

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

現金及び預金 316百万円 32,906百万円

受取手形及び売掛金 73,450百万円 77,902百万円

たな卸資産 188,868百万円 188,102百万円

流動資産のその他 24,884百万円 40,009百万円

建物及び構築物 237,285百万円 226,091百万円

機械装置及び運搬具 37,215百万円 29,881百万円

工具、器具及び備品 3,075百万円 4,118百万円

有形固定資産のその他 88,032百万円 86,791百万円

投資その他の資産 45,000百万円 49,042百万円

       計 698,125百万円 734,842百万円
 

　

担保付債務

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

短期借入金 333,183百万円 408,586百万円

長期借入金 2,613百万円 177,884百万円

       計 335,796百万円 586,470百万円
 

　

なお、当第３四半期連結会計期間末において担保に供している現金及び預金のうち19,799百万円は、

スタンドバイ信用状開設のための担保に供している。当第３四半期連結会計期間末において担保に供し

ている投資その他の資産49,042百万円のうち0百万円は、関係会社の長期借入金19,256百万円の担保に

供しており、前連結会計年度において担保に供している投資その他の資産45,000百万円のうち2,684百

万円は、関係会社の長期借入金20,393百万円の担保に供している。また、上記の他、連結上相殺消去さ

れている連結子会社株式の一部を短期借入金の担保に供している。

　

 ３ 偶発債務

保証債務

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

従業員住宅資金借入に対する保証 23,103百万円 20,461百万円
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 ４ その他

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 ＴＦＴ液晶事業に関し、欧州委員会競争総局等による調査を受けており、また、北米・欧州におい

て損害賠償を求める民事訴訟が提起されている。

 なお、公正取引委員会から排除措置命令及び課徴金納付命令を受けたが、審判開始請求を行い審判

手続きが係属中である。

 

当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日）

 ＴＦＴ液晶事業に関し、欧州委員会競争総局等による調査を受けており、また、北米において損害

賠償を求める民事訴訟が提起されている。

　
(四半期連結損益計算書関係)

※１ 事業構造改革費用

     前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）

 事業構造改革費用の内訳は以下のとおりである。

(1)液晶事業において高付加価値製品の需要増に対応するための体制整備に伴い、当社及びシャー

プディスプレイプロダクト株式会社(平成24年７月17日付で、堺ディスプレイプロダクト株式会

社に社名変更)において発生した休止固定資産の維持管理費用(12,056百万円)

(2)主として当社の大型液晶パネルの生産事業縮小に関連するたな卸資産評価損(53,468百万円)

(3)主として太陽電池事業の構造転換による固定資産の減損損失(31,077百万円)

(4)連結子会社の事業構造改革に要した費用(4,137百万円)

(5)当社及び主要国内連結子会社における従業員の希望退職に係る費用(25,307百万円)

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

前第３四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日

 至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成25年４月１日

 至 平成25年12月31日)

現金及び預金勘定 164,026百万円 318,532百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△100百万円 △19,867百万円

使途制限付預金 (注) △5,175百万円 △20,950百万円

現金及び現金同等物 158,751百万円 277,715百万円
 

　

(注) 使途が太陽光発電プラントの開発に係る支払いに限定されている預金及び、次世代MEMSディスプレイの実

用化技術の開発に係る支払いに限定されている預金である。
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

 １ 配当金支払額

(決議) 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 5,502百万円 5円 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金
 

　

 ２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

   該当事項なし。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

 １ 配当金支払額

   該当事項なし。

　

 ２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

   該当事項なし。

　

 ３ 株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成25年６月24日を払込期日とする第三者割当増資を実施した。この結果、資本金が

2,979百万円、資本剰余金が2,979百万円増加している。

また、平成25年６月25日開催の定時株主総会の決議により、平成25年６月28日付で会社法第447

条第１項及び第448条第１項の規定に基づく資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに

会社法第452条の規定に基づく剰余金の処分を行い、欠損を填補した。この結果、資本金が162,337

百万円、資本剰余金が252,112百万円減少している。

さらに、平成25年10月15日を払込期日とする公募増資及び平成25年11月12日を払込期日とする

オーバーアロットメントによる売出しに関連して行う第三者割当増資を実施するとともに、平成25

年10月22日を払込期日とする第三者割当増資を実施した。この結果、資本金が68,906百万円、資本

剰余金が68,906百万円増加している。

これらを主因として、前連結会年度末に比べ、資本金が90,452百万円、資本剰余金が180,228百

万円減少し、当第３四半期連結会計期間末においては、資本金が121,885百万円、資本剰余金が

95,951百万円となっている。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
プロダクト
ビジネス

デバイス
ビジネス

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高      

  外部顧客への売上高 1,127,775 654,680 1,782,455 － 1,782,455

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

751 180,265 181,016 △181,016 －

計 1,128,526 834,945 1,963,471 △181,016 1,782,455

セグメント利益又は損失(△) 8,036 △147,903 △139,867 △26,365 △166,232
 

(注) １ セグメント利益又は損失の調整額△26,365百万円には、セグメント間取引消去676百万円及び各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△28,500百万円が含まれている。全社費用は、主に基礎的研究開発費及び

親会社の本社管理部門に係る費用である。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

　

 ２．報告セグメントごとの資産に関する情報

第２四半期連結会計期間より、堺ディスプレイプロダクト㈱(平成24年７月17日付で、シャープ

ディスプレイプロダクト㈱より社名変更)は、SIO International Holdings Limitedへの株式譲渡、

並びに凸版印刷㈱、大日本印刷㈱及び㈱ＤＮＰカラーテクノ堺の堺工場における液晶カラーフィル

ター事業の統合(簡易吸収分割)に伴い、連結の範囲から除外され、持分法適用関連会社となってい

る。

なお、前連結会計年度末において、同社の資産は、「デバイスビジネス」セグメントに190,143百

万円、「調整額」に1,478百万円それぞれ含まれている。

　
 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

当第３四半期連結累計期間において、太陽電池事業等の構造転換に伴い、当社及び海外連結子会社

の太陽電池の生産に関わる設備等について減損損失を計上している。当該減損損失の計上額は、「プ

ロダクトビジネス」セグメント及び「デバイスビジネス」セグメントにおいて、それぞれ27,707百万

円、2,883百万円である。また、報告セグメントに帰属しない売却予定の建物等について帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として487百万円計上している。

なお、これらの減損損失は、四半期連結損益計算書では事業構造改革費用に含めて計上している。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
プロダクト
ビジネス

デバイス
ビジネス

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高      

  外部顧客への売上高 1,305,901 851,386 2,157,287 － 2,157,287

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

55 159,049 159,104 △159,104 －

計 1,305,956 1,010,435 2,316,391 △159,104 2,157,287

セグメント利益 62,626 44,141 106,767 △25,295 81,472
 

(注) １ セグメント利益の調整額△25,295百万円には、セグメント間取引消去207百万円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用△23,782百万円が含まれている。全社費用は、主に基礎的研究開発費及び親会社の

本社管理部門に係る費用である。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

 ２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社の報告セグメントの区分は、前連結会計年度において「エレクトロニクス機器」「電子部品」

としていたが、平成25年４月１日付の組織変更に伴い、第１四半期連結会計期間より従来の「エレク

トロニクス機器」を「プロダクトビジネス」に、従来の「電子部品」を「デバイスビジネス」に名称

を変更し、また、「電子部品」に含まれていた太陽電池事業を「プロダクトビジネス」に含めて開示

している。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作

成している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△)及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△) △384円49銭 13円21銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益又は四半期純損失(△)(百万円) △424,347 17,720

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

   普通株式に係る四半期純利益
   又は四半期純損失(△)(百万円)

△424,347 17,720

    普通株式の期中平均株式数(千株) 1,103,663 1,341,679

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 12円71銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益調整額(百万円) － 0

   (うち社債利息(税額相当額控除後)(百万円)) － (0)

   普通株式増加数(千株) － 52,848

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注) 前第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載していない。

　

(重要な後発事象)

 該当事項なし。

　

２ 【その他】

 該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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有限責任 あずさ監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   後 藤   研 了   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   原 田   大 輔   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   公 江   祐 輔   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   成 本   弘 治   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成26年２月10日

シャープ株式会社

取締役会  御中

　

 

 

 

　

 

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
シャープ株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シャープ株式会社及び連結子会社の平成25
年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

 報告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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